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１．問題の所在

　近年，世界各地において地震，津波，火山，台風，

集中豪雨，土砂災害など深刻かつ多数の自然災害が発

生し，甚大な被害をもたらしている．我が国において

も，平成２３年３月，太平洋沖にてマグニチュード９.０
という東日本大震災が発生し，東北地方を中心として

甚大な人的物的被害が生じたことは記憶に新しい．文

部科学省が平成２４年９月１４日に出した被害情報第

２０８報によると，確認された学校関係の死亡者数は

６５９人に上り，多くの児童生徒や教職員が犠牲となる

痛ましい惨事であった．環太平洋造山帯に属す我が国

では自然災害が多く，特に地震に関しては，世界にお

けるマグニチュード６.０以上の地震のうち約２０％が日
本において発生している．このように自然災害が多い

日本の膨大な量の被災経験と対処技法は逐次蓄積され，

被災下での緊急対応は無論，復興過程でのロジス

ティック，一次二次災害の予防と減災が他の先進諸国

に比しての日本の国際協力上の比較優位性として位置

づけることができる．それら全ての側面でUNESCO
等の国際機関を通じて国際社会への貢献を果たせる貴

重なノウハウ１）があるが，本稿では，特に学校に関わ

る防災に関する教材開発や防災意識普及のための教育

問題に着目する．日本の各種学校では，予てより防災

指導に力を注いで来ており，平成２１年４月に施行さ

れた学校保健安全法によって生活安全，交通安全と同
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様に，災害安全が学校教育の一環として明確に位置づ

けられている．今日の学校関係者には，有事下は無論，

平素から子ども達の安全を確保する防災上の責務が重

く課せられている．

　自然災害と防災に関する知識が被害の軽減に資する

ことをふまえれば防災教育の重要性は論を待たず，日

本が長年蓄積してきた防災教育の様々なノウハウは，

自然災害が多発する途上国をはじめ，多くの国々の関

心と具体的な支援要請を受けるに及んでいる．日本の

各地域と諸外国の自然環境的，社会文化的な条件の相

違を勘案しつつ，防災教材開発や研修方法の工夫が技

術援助の対象とされている２）．それらの支援活動の対

外的評価，即ち他のドナー国に対する日本の比較優位

性としての防災教育の効果測定は，実際の被災現場で

こそ真価が問われるという性格上，直接的な検証は難

しい．しかし，例えば，２００７年からエルサルバドル，

グアテマラ，コスタリカ，ニカラグア，パナマ，ホン

ジュラスの中米６カ国対象としたJICA技術協力プロ
ジェクト“BOSAI”（中米広域防災能力向上プロジェク
ト）の遂行によって，自然災害に対する地域共同体の

防災能力向上を図ったことによって，同プロジェクト

の研修者らが２００９年１１月のハリケーンIDAによる洪
水での学校浸水から適切な避難を先導したことから日

本の支援が現地で高く評価された事例が報告されるな

ど，活動レベルで具体的効果が現出している３）（JICA，
２０１２）

　しかし同時に，諸外国において国際協力上，高い期

待と評価を受けているこの日本の防災教育も，国内で

の様々な調査研究において更なる改善を要することが

指摘されている．例えば，岸田ら（２００９）は，小中学

校における防災教育が専門家による外部講師の講演に

頼っており，教員の防災知識が乏しく十分な指導がで

きてない現状を報告し，学校現場における体系的な防

災教育の欠如を指摘している．また，片田（２０１１）は，

防災教育によって自然災害等の危険に際して自らの命

を守り抜くために主体的に行動する態度を養う必要性

を主張し，学校ではしばしば地震や津波の恐ろしさを

伝えるだけの「脅しの教育」がなされる傾向を危惧し

ている．源栄（２０１１）は，東日本大震災に被災した学

校教育現場でのヒアリング調査に基づき，震災の実態

と教訓を基に防災教育への提言をまとめている．また，

文部科学省が設置した防災教育・防災管理等に関する

有識者会議においては，防災の教科化など教育課程に

おける防災教育の位置づけが検討されており，その最

終報告書（２０１２）では，現在の学校教育における防災

を含めた安全教育の時間数は限られていることで主体

的に行動する態度の育成が不十分であること，及び，

発達段階ごとに防災上の知識を身につけ，主体的に行

動する態度や支援者としての視点を育てるべきである

ことが指摘されている．

　このように防災教育に関する多くの先行研究や有識

者による会議報告では，防災教育の重要性と更なる改

善の必要性が共に示唆されている．これらの動向をふ

まえて，本稿では以下２つの理由から，特に，小学校教

員志望学生の防災教育に関する意識に着目する．第一

に，何より小学校という学校段階が有事において最も

深刻かつ甚大な被害を受けるからである．第二に，管

見の限り，防災教育に関する研究は児童生徒や現職教

員を対象としたものが多く，これから学校現場に就く

教員養成課程の学生を対象とした調査が見受けられな

いからである．また，先の大震災後，現職教職員の初

任者研修や管理職研修には災害時の対応など実践的な

学校安全の内容が従来にも増して取り入れられている

が，災害はそれらの研修後に来るとは限らず，教員養

成課程において，既に一定の知識理解を備えた上で教

壇に立つことが望ましい．しかし，現行の教職課程で

は学校安全に関して専門的見地から学ぶ機会が制度化

しておらず，教職課程での防災教育が充実していると

は必ずしも言い難い現状にある．児童の安全を預かる

小学校教員として確かな自信をもって防災教育に取り

組み，有事においては主体的に行動する態度を養う教

師教育の在り方が探られねばならず，教職を志す学生

らの防災意識の実態や指導力向上のための具体的要件

を導く上での資料確保が必要といえる．よって以下で

は，小学校教員志望学生の防災教育に関する意識の実

態を明らかにし，確かな自信と共に防災教育に携わる

教員を養成する上での手掛かりを得る．その為に，以

下，同大学生を対象にした質問紙調査（無記名，自記

式）を行い，将来，小学校教員として行う災害時の判

断や避難指示，平時での児童の主体性育成への自信は

いかなる事柄に起因しうるのかについて明らかにする．

　

２．意識調査の概要

　調査は以下の手続きで進められた．

⑴　時期：２０１１年１２月中旬

⑵　対象：私立大学初等教員養成課程学生　１１３名，

有効回答率は８５％である．

⑶　質問票の構成：質問票は防災教育に関する関心，

自信，対象者の防災教育に関する意識を数量的に捉

えることを狙いとし，学年や性別，被災の有無など

基本情報及び，a）防災教育への関心（全５項目），
b）防災教育に関する意識（全３６項目），c）防災教
育における自信（全３項目），の計三分類から構成し，

「全くそう思わない」（①）から「強くそう思う」（⑥）

までの六件尺度による段階評定法で答えるよう設定
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した．分類b）c）における下位項目は，『小学校学
習指導要領』『中学校学習指導要領』（文部科学省　

２００８），及び『津波防災教育のための手引き』（釜石

市教育委員会２０１０）における記述内容を参照して作

成した．

２−１．防災教育への関心
　先ず，防災教育への関心と学習形態の希望に関する

結果を表１に示す．平均値は概して高く安定したもの

であった．また６段階の回答を否定的回答（①〜③），

肯定的回答（④〜⑥）に分けて直接確率計算（二項検

定）した結果，全ての項目で有意であった（＊＊p＜.０１）．
これらの結果から，小学校教員志望学生は防災教育に

高い関心をもち，災害対策や学校安全に関する学びの

機会を欲していることが確認できる．

表１．防災教育への関心

２−２．防災教育に関する意識における因子析出
　次に，防災教育に関する意識３３項目について，因子

分析を行った．因子抽出方法には主因子法を用い，

Kaiserの正規化を伴うバリマックス法によって１３回
の反復で回転が収束した．因子付加量が．６０未満で

あった項目は除外した結果，六因子を析出した．六因

子はその項目内容から，「防災専門」因子（第一因子），

「地震基礎」因子（第二因子），「地震専門」因子（第三

因子），「避難時」因子（第四因子），「土地柄」因子

（第五因子），「地形」因子（第六因子）と各々命名した．

回転後の因子負荷量は表２の通りである．因子寄与率

７０.３５％，残余項目１２個，クロンバックのα係数は
０.９６であり，高い内的整合性が示された．

表２．防災教育に関する意識

２−３．各因子が防災教育に関する自信にもたらす影
響

　次に，防災教育に関する自信について，その回答結

果を表３に示す．

　平均値は概して低く安定したものであった．先の２

−１と同様に，６段階の回答を否定的回答と肯定的回

答に分けて直接確率計算（二項検定）した結果，全て

の項目で有意であった（＊＊p＜.０１）．これらの結果か
ら，小学校教員志望学生は防災教育に十分な自信を有

していないことが確認できる．更に，防災教育に関す

る自信を支える要因を探求する上で，２−２で析出し

た各因子を独立変数とした上で，災害時の判断に直接

的に結びつく，項目⑴“判断自信”，項目⑵“指示自信”，

項目⑶“育成自信”を従属変数としてステップワイズ
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法による重回帰分析を行った．その結果，図１に示す

ように，項目⑴に対しては「防災専門」因子（β１＝

０.６１）と「避難時」因子（β４＝０.２６）と「土地柄」
因子（β５＝−０.２３，p＜.０１，R２＝０.４０）が，また図
２に示すように，項目⑵に対しては「防災専門因子」

（β１＝０.５１）と「避難時因子」（β４＝０.２３，p＜.０１，
R２＝０.４１）が，図３に示すように，項目⑶に対しては

「防災専門」因子（β１＝０.５３，p＜.０１，R２＝０.２８）
が各々影響していることが認められた．ここから，小

学校教職志望学生の防災教育に関する自信は，地震の

原因や土地のつくりといった既存の教科で必ずしも学

ぶことができる知識ではなく，現行の各教科教育法で

の直接的な取り扱いが難しい専門知識に起因すること

が示唆された．

表３．防災教育に関する自信

図１．判断自信に対する各因子の影響 図２．指示自信に対する各因子の影響

図３．育成自信に対する各因子の影響

３．総合考察

　本稿の目的は，小学校教員志望学生の防災教育に関

する意識の実態を明らかにし，日本の比較優位性であ

る防災教育の知見を確かな自信と共に学校現場で活か

せる教員を養成する上での手掛かりを得ることであっ

た．質問紙調査の結果，先ず小学校教員志望学生らは

防災教育に強い関心・意欲をもち，専門的見地からの

情報を求めていることが確認された．これは，此松ら

（２０１０）が和歌山大学において行った防災教育の必要

性に関する一般大学生への意識調査の結果とも合致す

る．しかし，例えば豊沢ら（２０１０）が小学生に対する

防災教育が保護者に及ぼす影響を調べる過程で指摘し

た“防災意識が持続性をもち難い傾向”を踏まえると，

震災後まだ数年である調査実施時点だけでなく，これ

らの意欲が保持されるための諸要因も併せて探究して

いく必要がある．

　次に，因子分析によって析出した六因子であるが，

その因子名にも現れているように，現行の教科教育で

の理科や，特別活動等で扱うには専門性が高い内容に

ついて結集が見られた．先の大震災において津波災害

地域であるにも関わらず小中学生の生存率が９９.８％で
あり，「釜石の奇跡」と呼ばれる岩手県釜石市の防災教

育では，理科や家庭科だけではなく，国語や算数数学
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においても津波災害を題材にする教科横断的な指導を

行うと同時に，年間１０数時間の防災教育を時間配当

している（片田２０１１）．このような，現在，児童及び

指導者に対して行われている学校安全指導やその研修

内容がそのまま教員養成課程に安易に転用できる訳で

はないが，最新の防災科学の成果に関する学習など大

学ならではの学際的な事柄も取り入れつつ，既存の効

果的と見込まれている防災教育の内容とその成果を分

析，参照していく必要がある．

　また重回帰分析の結果から，「防災専門」，「避難時」，

及び「土地柄」の各因子が有事における適切な判断，

指示への自信や災害時に主体的に行動できる児童を育

てる自信に有意な影響を及ぼすことが導かれたが，こ

こから現行の教科枠内では扱い難い専門知識の程度が

防災教育への自信を支えていることが示唆された．城

下ら（２００７）は，防災の「総合性」と学習指導要領の

「系統性」との齟齬が日本の防災教育を困難にしている

と指摘している．教員志望学生の有事下の災害対応能

力の向上は勿論のこと，小学生という学齢児に適切な

防災教育を施せる実践力を高め，教職課程で学んだ事

柄を教員採用先の気候や地形，人口など防災上考慮す

べき土地柄（例えば，内田２００５，佐藤ら２０１１）を考

慮して指導内容を各自が最適化する必要性などを踏ま

えると，現行の各教科に包含する形のみで防災教育を

実施するのは苦しい面がある．各教科にまたがる指導

内容の体系的整理を前提にしつつ，その教職科目化を

検討する必要があると思われる．これは東日本大震災

を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議の

最終報告（２０１２）において，教員養成段階にある学生

への防災を含めた学校安全に関する教育では各大学の

自主性を踏まえつつ，必要な内容を整理し，関連する

講義の開設や教育実習での取組などを進めるべきこと

が示唆されたことと軌を一にする．学校現場や現職教

員研修では，同会議が示唆するように，今後，かねて

よりの震災時の教訓を踏まえ，防災教育に関する資料，

避難のための手引きを更に充実させていくことが見込

まれる．これらの動向に積極的に対応する意味でも，

教員養成における防災教育の制度的位置づけを反省し

つつ，妥当なカリキュラムや実用性の高い教材を開発

せねばならない．本調査で示唆されたように，小学校

教員による防災教育に自信を与え，専門的な知識を体

系的に学ぶことができる，実践的手法の習得と災害時

の判断力を長期的，実践的に養う教員養成カリキュラ

ムの充実が求められる．今後は小学校教員養成課程学

生や担当教員への面接など質的調査を実施し，よりよ

い防災教育の実現の条件をより詳しく継続的に追及し

ていく必要がある．

注　記

１）日本ユネスコは，２００５年から進められている「国

連持続可能な開発のための教育の１０年」において，

防災に関連した事業に十分な配慮が払われるべきだ

と指摘している．

　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/edu_10/10 
years_gai.html
　（国連持続可能な開発のための教育の１０年（平成１８

年４月外務省））

２）JICAは既述の技術支援プロジェクトにおいて，条
件の異なる開発途上国においても活用できるトリン

シプル・アプローチ（Trinciple Approach）を提唱し
ている．

　http://www.jica.go.jp/activities/issues/ku57pq00000ltw4j-att/ 
results.pdf
　（課題別事業成果，平成２４年６月JICA企画部報告）
３）“BOSAI”の全体的取り組みについては以下の
websiteを参照のこと．
　http://www.jica.go.jp/project/all_c_america/001/outline/index. 
html
　（中米広域防災能力向上プロジェクト“BOSAI”概要，
JICA）
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